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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また平成19年９

月中間期は１株当たり中間純損失金額が計上されているため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 41,295 55,318 62,374 108,926 125,073

経常利益 (百万円) 587 1,609 1,623 2,561 1,459

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 845 1,278 △2,299 1,657 1,105

純資産額 (百万円) 51,643 53,933 50,916 53,251 54,124

総資産額 (百万円) 119,309 110,541 116,396 117,512 116,827

１株当たり純資産額 (円) 1,678.27 1,753.26 1,655.91 1,730.90 1,759.71

１株当たり中間(当期) 
純利益金額又は 
中間純損失金額(△)

(円) 27.46 41.55 △74.79 53.85 35.93

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 43.3 48.8 43.7 45.3 46.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,894 △3,360 △4,981 △8,836 △9,661

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △384 95 △218 △829 296

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △143 △376 11,614 △175 △403

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 23,078 12,017 12,305 15,659 5,890

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(人)
1,153 

〔161〕
1,147

〔158〕
1,131

〔132〕
1,141 

〔160〕
1,123

〔155〕



 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 中間連結財務諸表を作成しているため、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額」及

び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」の記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 41,025 55,069 62,129 108,400 124,570

経常利益 (百万円) 586 1,600 1,613 2,553 1,436

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(百万円) 844 1,266 △2,350 1,629 1,060

資本金 (百万円) 5,296 5,296 5,296 5,296 5,296

発行済株式総数 (千株) 31,704 31,704 31,704 31,704 31,704

純資産額 (百万円) 51,760 54,012 50,910 53,341 54,169

総資産額 (百万円) 119,169 110,493 116,374 117,366 116,751

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 11.50 11.50

自己資本比率 (％) 43.4 48.9 43.7 45.4 46.4

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(人)
1,090 

〔132〕
1,086

〔121〕
1,078
〔99〕

1,079 
〔129〕

1,067
〔118〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

連結子会社である㈱坂出カントリークラブは債務超過会社であり、債務超過の額は4,742百万円であり

ます。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は [ ] 内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２ 臨時従業員は、有期契約社員、パートタイマー及び派遣社員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は [ ] 内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 臨時従業員は、有期契約社員、パートタイマー及び派遣社員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門名 従業員数(人)

建設事業 1,078[ 99]

その他の事業 53[ 33]

合計 1,131[132]

従業員数(人) 1,078[ 99]



第２ 【事業の状況】 

  

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国の景気は減速したものの、新興国・原料国への輸出が増加

するなど企業収益が改善したため、設備投資が緩やかに増加したほか、個人消費も持ち直しの動きを見

せるなど底堅く推移しました。 

 主たる事業である建設業界におきましては、官公庁工事が引き続き減少するなか、比較的堅調な民間

工事においても企業の設備投資の伸びが鈍化するなど懸念材料があり、熾烈な価格競争が継続するな

ど、収益環境は厳しい情勢が続きました。 

 こうした環境の中で当社グループは、当社において技術力、提案力、品質管理能力及び原価管理能力

等の向上に重点的に取り組み、競争力の一層の強化に努めるなど、グループ一丸となって業績の確保に

向けて努力してまいりました。 

 当中間連結会計期間の売上高につきましては、623億74百万円(前年同期比12.8％増)となりました。

事業別売上高は、建設事業売上高621億29百万円(前年同期比14.1％増)、その他の事業売上高２億44百

万円(前年同期比1.6％減)となりました。不動産事業売上高はありません(前年同期は６億17百万円)。

利益につきましては、営業利益15億58百万円(前年同期比1.0％増)、経常利益16億23百万円(前年同期比

0.9％増)となりました。 

 当社は従来、将来年度の課税所得の見積額により繰延税金資産の回収可能性を判断し、それに係る繰

延税金資産を計上しておりましたが、不透明かつ厳しい経営環境を踏まえて保守的に繰延税金資産の回

収可能性を見直した結果、当中間連結会計期間末において全額取崩すことといたしました。そのため、

中間純損益につきましては、22億99百万円の中間純損失（前年同期は12億78百万円の中間純利益）とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比16億21百万円減の△49億81

百万円となりました。これは、主に売上債権の増加等によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の95百万円に対し△２億18百万円となりました。こ

れは、主に前年同期において関係会社事業の清算による収入があったことによるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の△３億76百万円に対し116億14百万円となりまし

た。これは、主に当社において事業資金の借入を行ったこと等によるものであります。 

 これにより「現金及び現金同等物の中間期末残高」は、前連結会計年度末残高から64億14百万円増加

し、123億５百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
(注) 当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。 

なお、不動産事業は建設事業に付随して行っております。 

  

なお、参考のため、提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額

を含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期繰越施工高)に一致いたします。 

  

区分 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円)

建設事業 58,421 38,838(33.5％減)

不動産事業 △0 ― (  ―  )

合計 58,421 38,838(33.5％減)

区分 前中間連結会計期間(百万円) 当中間連結会計期間(百万円)

建設事業 54,452 62,129(14.1％増)

不動産事業 617 ― (  ―  )

その他の事業 248 244( 1.6％減)

合計 55,318 62,374(12.8％増)

期別 工事別

期首 
繰越 
工事高 
(百万円)

期中 
受注 
工事高 
(百万円)

計

(百万円)

期中
完成 
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高

期中
施工高 
(百万円)

手持
工事高 
(百万円)

手持
工事高 
のうち 
施工高 
(％)

手持工事 
高のうち 
施工高 
(百万円)

前上半期
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

土木 78,026 16,218 94,245 17,205 77,039 41.9 32,317 21,161

建築 58,676 42,202 100,878 37,246 63,631 22.5 14,344 32,630

計 136,702 58,421 195,124 54,452 140,671 33.2 46,662 53,792

当上半期
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

土木 66,661 12,353 79,014 24,351 54,663 45.7 24,955 19,867

建築 43,503 26,484 69,988 37,778 32,210 15.7 5,065 31,529

計 110,165 38,838 149,003 62,129 86,873 34.6 30,021 51,397

前期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

土木 78,026 35,113 113,140 46,478 66,661 44.2 29,439 47,557

建築 58,676 62,302 120,978 77,474 43,503 26.0 11,314 69,828

計 136,702 97,415 234,118 123,953 110,165 37.0 40,753 117,385



② 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年

間についてみても次のように変動しております。 

  

 
  

③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

 前上半期 請負金額10億円以上の主なもの 

 
 当上半期 請負金額10億円以上の主なもの 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上に該当する相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとお

りであります。 

 前上半期 

 
 当上半期 

 
  

期別

受注工事高(百万円) 完成工事高(百万円)

１年通期 
(Ａ)

上半期 
(Ｂ)

(Ｂ)/(Ａ)
％

１年通期
(Ｃ)

上半期
(Ｄ)

(Ｄ)/(Ｃ) 
％

第68期 109,513 44,292 40.4 119,977 37,547 31.3

第69期 115,658 49,018 42.4 105,919 40,228 38.0

第70期 97,415 58,421 60.0 123,953 54,452 43.9

第71期 ― 38,838 ― ― 62,129 ―

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前上半期
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

土木工事 10,537 6,667 17,205

建築工事 475 36,771 37,246

計 11,013 43,439 54,452

当上半期
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

土木工事 18,698 5,653 24,351

建築工事 2,088 35,689 37,778

計 20,786 41,343 62,129

グンゼ開発㈱ つかしん活性化計画建設工事

㈱ジョイフルカンパニー ひたちなかモール棟新築工事

丸糸殖産㈱ ホテルモントレ半蔵門新築工事

㈱山陽新聞社 山陽新聞社新社屋新築工事

中国電力㈱ 島根原子力発電所２号機放水路・放水口改良工事

イオン㈱ イオン各務原ショッピングセンター新築工事

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路神戸工事

秋田県 秋田中央道路整備工事（ＳＡ２０－１０）

㈱ディスコ ディスコ広島事業所桑畑工場Ｊ棟増築工事

大阪市 消防局庁舎（西消防署併設）建設工事

グンゼ開発㈱ 8,761百万円 16.1％

イオン㈱ 11,581百万円 18.6％

関西文化学術研究都市
センター㈱

7,564百万円 12.2％



④ 手持工事高(平成19年９月30日現在) 

  

 
(注) 手持工事のうち請負金額20億円以上の主なもの 

 
  

３ 【対処すべき課題】 

今後も建設業の経営環境は依然厳しい状況が続くものと考えられます。 

 当社では今後、建設部門において「大規模商業施設」「生産施設」などの重点分野への取り組みの深化

を進めることなどで受注力の強化を図るとともに、少数精鋭を旨とし、全社的経費削減に努めるなど競争

力の強化と財務体質の一層の健全化に努めてまいります。 

 また、当中間連結会計期間に当社は、新潟市発注工事に係る独占禁止法違反事件及び防衛施設庁発注工

事に係る独占禁止法違反事件について建設業法の規定に基づく営業停止処分を受けましたが、当社といた

しましては、この処分を厳粛に受け止め、法令遵守の徹底と内部統制システムの整備・強化に万全を期

し、信頼回復に努めてまいる所存であります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特に記載する事項はありません。 

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木工事 34,092 20,570 54,663

建築工事 1,118 31,092 32,210

計 35,210 51,663 86,873

国土交通省 胆沢ダム堤体盛土（第１期）工事 平成21年３月完成予定

東京製鐵㈱ 東京製鐵㈱田原工場 圧延機械基礎工事 平成20年12月完成予定

イオン㈱ イオンおゆみ野ショッピングセンター新築工事 平成20年７月完成予定

ＳＫ西神合同会社 センコー㈱神戸ＰＤセンター新築工事 平成20年２月完成予定

丸紅㈱ グランスイート稲毛海岸新築工事 平成20年１月完成予定



５ 【研究開発活動】 

(建設事業) 

当社は、研究開発部門でも益々多様化するニーズに応えるべく、関連する各分野で幅広く研究を行

い、技術の確立と新技術の開発に努めております。また、異業種、大学等の研究機関、公共機関との

共同研究も積極的に推進しております。なお、当中間連結会計期間における研究開発費は１億35百万

円であります。 

当中間連結会計期間の主な研究開発事例は次のとおりです。 

  

ａ 無人化施工におけるＲＣＣコンクリート打設面清掃機 

無人化施工でのＲＣＣコンクリート打設面の清掃において、現状発生している取り残しや粉塵の問

題を解決する方法として、回転ブラシ取込式打設面清掃機の開発を行っております。 

  

ｂ 粉塵抑制型ＮＡＴＭ吹き付け機 

トンネル工事における粉塵対策、特にＮＡＴＭにおける吹き付け粉塵の抑制は重要な課題のひとつ

であり、発破後ガスの対策等、高度なトンネル換気技術と併せて環境対策工法として開発を行ってお

ります。 

  

ｃ 地耐力試験の無人化 

ニューマチックケーソン工法での無人化施工において、完全無人化に向けた必要技術として地耐力

試験の無人化技術の開発を行っております。函内に作業員が入ることなく、掘削機に搭載した機械を

遠隔操作して地耐力試験を行うための実機製作を目指しております。 

  

ｄ ビオ・セル・ショット工法の在来種への適用 

栄養苗繁殖性植物の動力吹付緑化工法（ビオ・セル・ショット工法）において現在使用している苗

は、そのほとんどが外来種となっていることから、日本固有の在来種を用いた工法として確立し、よ

り汎用性の高い工法とするための開発を行っております。平成19年７月に有望種を用いた実証試験を

実施し、現在、経過調査及び植生調査を実施しております。 

  

ｅ 鉄筋コンクリート部材の接合部構造に関する共同研究（RC-HIS） 

明治大学及びゼネコン９社と共同で、損傷や耐力低下がほとんど生じることなく大きなエネルギー

を吸収できる新しい接合部構造の開発を進めており、現在、本工法を用いた梁端開口に関する実験を

実施し、㈶日本建築総合試験所より技術評価を取得しております。 

  

ｆ 橋脚の耐震補強技術（ＲＵＰ工法） 

河川橋脚など、水中にある構造物の補修及び補強工事について、構造物の水中部を鋼製函体で仮締

切し、函体をドライ状態に保つことにより、安全かつ高品質な施工を可能とする仮設工法です。施工

実績より得られた情報を基に、より完成度の高い工法とするための具体的な改良点の検討を実施し、

函体止水パッキンの性能向上や函体製作費縮減、ライナープレート式締切工法などの実用化検討を実

施しております。 

  



ｇ その他 

その他の主な研究開発テーマを下記に示します。 

・廃棄物処理事業の事業化手法に係わる共同研究 

・高性能桟橋上部工の構築に関する共同研究 

・廃棄貝殻の有効利用に関する共同研究 

・覆蓋型最終処分場に関する共同研究 

  

ｈ 特許に関する事項 

当中間連結会計期間の特許出願は６件、特許登録は３件であります。 

  

(その他の事業) 

研究開発活動は、特段行われておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載する事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,500,000

計 124,500,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,704,400 31,704,400 ジャスダック証券取引所 ―

計 31,704,400 31,704,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日から 
平成19年９月30日まで

― 31,704 ― 5,296,100 ― 4,314,850



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 当社は自己株式を956千株(持株比率3.02％)保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記の大株

主から除外しております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,000株(議

決権１個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式14株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社百栄 岡山市今４―９―23 8,402 26.50

財団法人大本育英会 岡山市内山下１―１―13 5,094 16.07

有限会社大百興産 岡山市今４―９―23 2,140 6.75

大本組従業員持株会 岡山市内山下１―１―13 1,528 4.82

大 本 榮 一 岡山市 1,412 4.46

株式会社中国銀行 岡山市丸の内１―15―20 1,324 4.18

大 本 百 稔 東京都渋谷区 1,322 4.17

エスジーエスエスエスジービー
ティールクス 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店)

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD,
HAUSSMANN PARIS-FRANCE 
(東京都中央区日本橋３－11－１)

518 1.64

大 本 愛 子 岡山市 501 1.58

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK
10036,U.S.A. 
(東京都渋谷区恵比寿４－20－３)

309 0.97

計 ― 22,555 71.14

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 956,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式30,545,000 30,545 ―

単元未満株式  
普通株式 203,400 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 31,704,400 ― ―

総株主の議決権 ― 30,545 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社大本組

岡山市内山下１―１―13 956,000 ― 956,000 3.02

計 ― 956,000 ― 956,000 3.02

月別
平成19年 
４月

  
５月 ６月 ７月 ８月

  
９月

最高(円) 812 890 891 897 875 800

最低(円) 724 787 840 820 751 719



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表については、みすず監査法人及びネクサス監査法人により中間監査を受けております。 

 また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財

務諸表及び中間財務諸表については、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第70期中(連結・個別) みすず監査法人及びネクサス監査法人 

 第71期中(連結・個別) 監査法人トーマツ 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※１ 12,025 8,423 5,898

   受取手形・完成工事 
   未収入金等

※３ 30,477 51,281 45,644

      有価証券 ― 3,900 ―

   未成工事支出金 45,750 30,758 40,695

   未収入金 3,336 5,061 4,856

   その他 1,491 936 2,516

   貸倒引当金 △21 △6 △3

   流動資産合計 93,060 84.2 100,353 86.2 99,609 85.3

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    建物・構築物 5,155 5,299 5,169

    機械・運搬具・ 
    工具器具備品

4,128 3,766 4,147

    土地 ※２ 2,821 2,810 2,734

    その他 247 247 276

    減価償却累計額 △6,496 5,855 5.3 △6,366 5,757 4.9 △6,613 5,714 4.9

   無形固定資産 980 0.9 788 0.7 908 0.8

   投資その他の資産

    投資有価証券 9,061 8,532 9,550

    その他 1,741 1,192 1,204

    貸倒引当金 △159 10,644 9.6 △227 9,496 8.2 △158 10,595 9.0

   固定資産合計 17,480 15.8 16,042 13.8 17,218 14.7

   資産合計 110,541 100 116,396 100 116,827 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形・ 
   工事未払金等

17,193 19,586 24,436

      短期借入金 ※４ ― 12,000 ―

   一年内返済 
   長期借入金

48 52 52

   未成工事受入金 27,651 21,016 24,354

   完成工事補償引当金 46 151 152

   賞与引当金 658 524 655

   工事損失引当金 1,057 1,045 1,737

   その他 1,571 1,340 3,008

   流動負債合計 48,226 43.6 55,716 47.9 54,395 46.6

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 124 72 96

   退職給付引当金 4,775 4,494 4,635

   役員退職慰労引当金 698 661 709

   その他 2,783 4,535 2,867

   固定負債合計 8,381 7.6 9,763 8.4 8,307 7.1

   負債合計 56,607 51.2 65,480 56.3 62,703 53.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 5,296 4.8 5,296 4.5 5,296 4.5

   資本剰余金 4,315 3.9 4,315 3.7 4,315 3.7

   利益剰余金 41,792 37.8 38,966 33.5 41,620 35.6

   自己株式 △466 △0.4 △477 △0.4 △469 △0.4

   株主資本合計 50,937 46.1 48,100 41.3 50,761 43.4

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

2,995 2.7 2,815 2.4 3,362 2.9

   評価・換算差額等 
   合計

2,995 2.7 2,815 2.4 3,362 2.9

   純資産合計 53,933 48.8 50,916 43.7 54,124 46.3

   負債純資産合計 110,541 100 116,396 100 116,827 100



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※２

   完成工事高 54,700 62,374 124,455

   不動産事業売上高 617 55,318 100 ― 62,374 100 617 125,073 100

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 50,501 57,975 117,237

   不動産事業売上原価 142 50,644 91.6 ― 57,975 92.9 148 117,386 93.9

   売上総利益

    完成工事総利益 4,199 4,398 7,217

    不動産事業売上 
    総利益

474 4,674 8.4 ― 4,398 7.1 468 7,686 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,131 5.6 2,840 4.6 6,311 5.0

   営業利益 1,543 2.8 1,558 2.5 1,374 1.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 17 48 40

   受取配当金 53 61 87

   受取賃貸料 71 72 139

   その他 26 168 0.3 7 189 0.3 32 300 0.3

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 18 45 36

   賃貸料原価 36 32 64

      シンジケートローン 
   手数料

― 10 35

   工事前受保証料 11 16 27

   受取手形売却損 ― 14 10

   その他 35 102 0.2 5 124 0.2 42 215 0.2

   経常利益 1,609 2.9 1,623 2.6 1,459 1.2

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※３ ― ― 67

   投資有価証券売却益 20 0 125

   投資先残余財産 
   分配益

0 0 1

   ゴルフ会員権償還益 10 ― 30

   貸倒引当金戻入益 8 0 27

   関係会社事業清算益 294 ― 294

   課徴金納付差額 ― 25 ―

   その他特別利益 2 337 0.6 0 27 0.1 2 548 0.4

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※４ 2 ― 2

   固定資産除却損 ※５ 7 ― 7

   投資先残余財産 
   分配損

― 7 ―

   投資有価証券評価損 ― 82 68

   貸倒引当金繰入額 ― 68 ―

   じん肺訴訟和解金 ― 14 26

   違約負担金 ― ― 118

   課徴金 ― ― 139

   その他特別損失 ― 10 0.0 ― 173 0.3 0 363 0.3

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,936 3.5 1,477 2.4 1,644 1.3



   

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

   法人税、住民税 
   及び事業税

637 10 1,129

   過年度法人税、 
   住民税及び事業税

80 ― 80

   法人税等調整額 △59 658 1.2 3,766 3,777 6.1 △670 539 0.4

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

1,278 2.3 △2,299 △3.7 1,105 0.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

株主資本
評価・換算 
差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他 

有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 (百万円) 5,296 4,315 40,868 △463 50,016 3,234 53,251

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △353 △353 △353

 中間純利益 1,278 1,278 1,278

 自己株式の取得 △3 △3 △3

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

△239 △239

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 0 924 △3 921 △239 682

平成18年９月30日残高 (百万円) 5,296 4,315 41,792 △466 50,937 2,995 53,933

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 5,296 4,315 41,620 △469 50,761 3,362 3,362 54,124

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △353 △353 △353

 中間純損失 △2,299 △2,299 △2,299

 自己株式の取得 △7 △7 △7

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

△546 △546 △546

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △2,653 △7 △2,661 △546 △546 △3,207

平成19年９月30日残高 (百万円) 5,296 4,315 38,966 △477 48,100 2,815 2,815 50,916



 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・換算 
差額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他 

有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 (百万円) 5,296 4,315 40,868 △463 50,016 3,234 53,251

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △353 △ 353 △ 353

 当期純利益 1,105 1,105 1,105

 自己株式の取得 △6 △6 △6

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額（純額）

127 127

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 751 △6 745 127 873

平成19年３月31日残高 (百万円) 5,296 4,315 41,620 △469 50,761 3,362 54,124



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

1,936 1,477 1,644

   減価償却費 258 249 521
   退職給付引当金の 
   増加・減少(△)額

△169 △141 △308

   賞与引当金の 
   増加・減少(△)額

△10 △131 △13

   完成工事補償引当金の 
   増加・減少(△)額

△19 △1 86

   貸倒引当金の 
   増加・減少(△)額

△8 71 △26

   工事損失引当金の 
   増加・減少(△)額

508 △691 1,187

   受取利息及び受取配当金 △70 △109 △128

   支払利息 18 45 36

   投資有価証券評価損 ― 82 68

   固定資産売却損・益(△) 2 ― △65

   固定資産除却損 7 ― 7
   投資有価証券 
   売却損・益(△)

△20 △0 △125

   関係会社事業 
   清算損・益(△)

△294 ― △294

   投資先残余財産 
   分配損・益(△)

△0 6 △1

   ゴルフ会員権 
   償還損・益(△)

△10 ― △30

   預託金の償還による支出 △97 △61 △152
   売上債権の 
   減少・増加(△)額

3,645 △5,636 △11,521

   未成工事支出金の 
   減少・増加(△)額

△702 9,937 4,352

   たな卸資産の 
   減少・増加(△)額

△88 △87 △124

   仕入債務の 
   増加・減少(△)額

△3,527 △4,849 3,715

   未成工事受入金の 
   増加・減少(△)額

△3,669 △3,338 △6,966

   その他流動資産の 
   減少・増加(△)額

△827 △187 △2,294

   その他流動負債の 
   増加・減少(△)額

△440 △435 150

   その他固定資産の 
   減少・増加(△)額

9 △7 43

   その他固定負債の 
   増加・減少(△)額

△391 △47 △382

   未払消費税等の 
   増加・減少(△)額

328 △384 978

   未収消費税等の 
   減少・増加(△)額

925 ― 925

    小計 △2,707 △4,240 △8,716

   利息及び配当金の受取額 68 104 127

   利息の支払額 △18 △42 △36

   法人税等の支払額 △703 △802 △1,034

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,360 △4,981 △9,661



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入 
   による支出

△2,208 △18 △2,208

   定期預金の払戻 
   による収入

2,218 8 2,218

   有形固定資産の 
   取得による支出

△141 △203 △218

   有形固定資産の 
   売却による収入

62 22 203

   無形固定資産の 
   取得による支出

△48 △42 △69

   有形固定資産の 
   取得助成金による収入

― ― 23

   投資有価証券の 
   取得による支出

△96 △3 △101

   投資有価証券の 
   売却による収入

31 1 158

   関係会社事業の 
   清算による収入

242 ― 235

   投資先残余財産の 
   分配による収入

― 0 1

   貸付による支出 △23 ― △28

   貸付金の回収による収入 57 15 82

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

95 △218 296

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
   短期借入金の 
   純増加・減少(△)額

― 12,000 ―

   長期借入金の 
   返済による支出

△20 △24 △44

   自己株式取得による支出 △3 △7 △6

   自己株式売却による収入 0 ― 0

   配当金の支払額 △353 △353 △353

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△376 11,614 △403

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額

△3,641 6,414 △9,768

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

15,659 5,890 15,659

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

12,017 12,305 5,890



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社 

   非連結子会社

１社 ㈱坂出カントリークラブ 

主要な非連結子会社名 

 ㈱寿光苑

      同左 

主要な非連結子会社名

同左

      同左 

主要な非連結子会社名

同左

 (2) 非連結子会社につい

て、連結の範囲から除

いた理由

 非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしており

ません。

同左  非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりませ

ん。

２ 持分法の適用に関する事

項

    持分法非適用の関連会社 クイント企画㈱ 

 非連結子会社及び関連会社に対

する投資について持分法を適用し

ておりません。 

 持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

同左 クイント企画㈱ 

 非連結子会社及び関連会社に対

する投資について持分法を適用し

ておりません。 

 持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結財務諸表提出会社と同一で

あります。

同左  連結子会社の決算日は、連結財

務諸表提出会社と同一でありま

す。

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定)

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

同左

 

有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産

①未成工事支出金 

  個別法による原価法

①未成工事支出金

同左

①未成工事支出金

同左

②不動産事業支出金 

  個別法による原価法

②不動産事業支出金

同左

②不動産事業支出金

同左

③材料貯蔵品 

  移動平均法による原価法

③材料貯蔵品

同左

③材料貯蔵品

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産……定率法 

 但し、連結子会社(㈱坂出カン

トリークラブ)が所有しているゴ

ルフ場設備及び、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

有形固定資産……定率法

 但し、連結子会社(㈱坂出カン

トリークラブ)が所有しているゴ

ルフ場設備及び、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

有形固定資産……定率法

 但し、連結子会社(㈱坂出カン

トリークラブ)が所有しているゴ

ルフ場設備及び、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83号))

に伴い、当中間連結会計期間か

ら、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法

人税法に基づく方法に変更してお

ります。 

 これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

(追加情報) 

 当中間連結会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっておりま

す。 

 これに伴い、前中間連結会計期

間と同一の方法によった場合と比

べ、売上総利益が５百万円、営業

利益が７百万円、経常利益及び税

金等調整前中間純利益が７百万円

それぞれ減少しております。 

 

無形固定資産……定額法 

 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

 

長期前払費用……定額法 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

無形固定資産……定額法

同左 

 

 

 

 

長期前払費用……定額法

無形固定資産……定額法

同左 

 

 

 

 

長期前払費用……定額法

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、過去の実績率を基

礎に、将来の補償見込を加味して

計上しております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

同左

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当中間連結

会計期間負担額を計上しておりま

す。

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計

年度負担額を計上しております。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。なお、同損失見込額(前中間

連結会計期間末396百万円、前連

結会計年度末549百万円)について

は、「支払手形・工事未払金等」

に含めて表示しておりましたが、

当中間連結会計期間末より工事損

失引当金として表示しておりま

す。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間連結会計期間末

手持工事のうち損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に

見積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。 

 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。なお、同損失見込額(前連結

会計年度末549百万円)について

は、「支払手形・工事未払金等」

に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度末より工事損失引

当金として表示しております。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定率法に

より、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異については、

各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定率法に

より、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 

 

 

 

 (5) その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための基本となる重

要な事項

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。な

お、連結子会社については、役員

退職慰労引当金を計上しておりま

せん。

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によっております

が、工期１年超かつ請負金額300

百万円以上の工事については、工

事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は8,851百万円でありま

す。

役員退職慰労引当金

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によっております

が、工期１年超かつ請負金額300

百万円以上の工事については、工

事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は24,516百万円でありま

す。

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。なお、

連結子会社については、役員退職

慰労引当金を計上しておりませ

ん。

同左 

 

 

 

 

 

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成基

準によっておりますが、工期１年

超かつ請負金額300百万円以上の

工事については、工事進行基準に

よっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は32,553百万円でありま

す。

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は53,933百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

 

―――

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は54,124百万円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

 当中間連結会計期間から、改正後

の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準第１号)及び「自

己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

――― (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

 当連結会計年度から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号)及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――― (中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間において、「流動資産」の「現金

預金」に含めて表示しておりました譲渡性預金(500百万

円)につきましては、「金融商品会計に関する実務指針」

(会計制度委員会報告第14号 平成12年１月31日公表 最

終改正平成19年７月４日)の改正に伴い、当中間連結会計

期間より「有価証券」として表示しております。 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」の「未払消費税等の増加・減少

(△)額」に含めて表示しておりました「未収消費税等

の減少・増加(△)額」(△1,072百万円)につきまして

は、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 

―――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 取引先の金融機関からの借入

に対し、現金預金（定期預金）

８百万円を担保に供しておりま

す。 

 

※１      同左 ※１      同左

――― ※２ 固定資産の取得価額から直接

控除した圧縮記帳額は、次のと

おりであります。 

 土地        23百万円 

 

※２      同左

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてお

ります。 

 受取手形      22百万円 

 

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間連結会

計期間末日の残高に含まれてお

ります。 

 受取手形      120百万円

※３ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度末日は

金融機関の休日であったため、

次の満期手形が当連結会計年度

末日の残高に含まれておりま

す。 

 受取手形      136百万円

―――

 

※４ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引金

融機関13社と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

 貸出コミットメント契約に基

づく当中間連結会計期間の借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。なお、貸出コミットメン

ト契約につきましては、財務制

限条項が付されております。 

 貸出コミットメントの総額 

        10,000百万円 

 借入実行残高 

        10,000百万円

差引額 ―百万円

―――



(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ このうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料 
手当

993百万円

退職給付 
引当金繰入額

28百万円

賞与引当金 
繰入額

297百万円

減価償却費 70百万円

通信交通費 255百万円

※１ このうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料
手当

880百万円

退職給付
引当金繰入額

41百万円

賞与引当金
繰入額

221百万円

減価償却費 64百万円

通信交通費 233百万円

※１ このうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

従業員給料
手当

2,375百万円

退職給付
引当金繰入額

55百万円

賞与引当金
繰入額

284百万円

減価償却費 141百万円

通信交通費 514百万円

※２ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。

――― ―――

 

―――

 

――― ※３ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。

土地 67百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。

土地 2百万円

――― ※４ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりであります。

土地 2百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物 5百万円

その他 

 

2百万円

 

 

―――

 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。

建物 5百万円

その他 2百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 
  
前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
(注) １ 自己株式の株式数の増加3,740株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 自己株式の株式数の減少460株は、単元未満株式の売却によるものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

    該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(注) 自己株式の株式数の増加9,200株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

    該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 31,704,400 ― ― 31,704,400

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 939,454 3,740 460 942,734

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 353 11.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 31,704,400 ― ― 31,704,400

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 946,814 9,200 ― 956,014

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 353 11.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(注) １ 自己株式の株式数の増加7,820株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 自己株式の株式数の減少460株は、単元未満株式の売渡によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 31,704,400 ― ― 31,704,400

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 939,454 7,820 460 946,814

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 353 11.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 353 11.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金預金勘定 12,025百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△8百万円

現金及び 
現金同等物

12,017百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金預金勘定 8,423百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△18百万円

有価証券勘定 3,900百万円

現金及び 
現金同等物

12,305百万円  

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金預金勘定 5,898百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金

△8百万円

現金及び
現金同等物

5,890百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額
(百万円)

減価 
償却 

累計額 
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具 
・備品

22 17 5

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得
価額 
相当額
(百万円)

減価
償却 

累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

25 5 20

その他 11 2 8

合計 37 8 29

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得 
価額 
相当額
(百万円)

減価 
償却 

累計額 
相当額
(百万円)

期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

35 12 23

その他 16 5 10

合計 51 17 34

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

未経過リース料中間期末残高相当

額

 １年内 2百万円

 １年超 2

 計 5

未経過リース料中間期末残高相当

額

 １年内 9百万円

 １年超 19

 計 29

未経過リース料期末残高相当額

 １年内 9百万円

 １年超 24

 計 34

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しておりま

す。

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 6百万円

 減価償却費相当額 6百万円

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 5百万円

 減価償却費相当額 5百万円

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 11百万円

 減価償却費相当額 11百万円

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の記

載は省略しております。

(減損損失について) 

       同左

(減損損失について) 

       同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

 
(注) 下落率が30％～50％の株式の減損については、個別銘柄毎に当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳

簿価額との乖離状況等、保有有価証券の時価等を把握するとともに、発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベ

ースでの各種財務比率の検討等により、信用リスクの定量評価を行い総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
(注) １  当中間連結会計期間において、その他有価証券の非上場株式について82百万円減損処理を行っております。

   ２  譲渡性預金は従来、「流動資産」の「現金預金」に含めて表示しておりましたが、「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号 平成12年１月31日公表 最終改正平成19年７月４日)の改正に伴

い、当中間連結会計期間より「有価証券」として表示しております。なお、前中間連結会計期間の中間連結

貸借対照表の「現金預金」に含まれる譲渡性預金の金額は500百万円であります。  

  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 2,536 7,565 5,029

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 1,133

 非上場外国債券 300

合計 1,433

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 2,542 7,227 4,685

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 942

 非上場外国債券 300

  譲渡性預金 3,900

合計 5,142



前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券の非上場株式について68百万円減損処理を行っております。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

○前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 

  

○当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 

  

○前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

株式 2,539 8,142 5,603

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 1,046

非上場外国債券 300

合計 1,346



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

○前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

○当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

○前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割

合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

○前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

○当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

○前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

○前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

○当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

○前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 
１株当たり純資産額 
 

1,753.26円
 

 

 
１株当たり純資産額 
 

1,655.91円
 

１株当たり純資産額 
 

1,759.71円
 

 

１株当たり中間純利益
金額 
 

41.55円
 

 

１株当たり中間純損失
金額 
 

74.79円
 

１株当たり当期純利益
金額 
 

35.93円
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。

１株当たり中間純利益金額の算定上

の基礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益

1,278百万円

 普通株式に係る中間純利益

1,278百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

30,763,181株

(注)１ １株当たり中間純損失金額 

    の算定上の基礎

 中間連結損益計算書上の中間純損

失

2,299百万円

 普通株式に係る中間純損失

2,299百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

            ―

 普通株式に帰属しない金額

            ―

 普通株式の期中平均株式数

30,753千株

            

  ２ １株当たり純資産額の算定 

    上の基礎

 中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額

50,916百万円

 普通株式に係る純資産額

50,916百万円

 差額の主な内訳

            ―

 普通株式の発行済株式数

31,704千株

 普通株式の自己株式数

956千株

 １株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

30,748千株

 

(注)１ １株当たり当期純利益金額 

    の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 

 

1,105百万円

 普通株式に係る当期純利益

1,105百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

            ―

 普通株主に帰属しない金額

            ―

 普通株式の期中平均株式数

30,761千株 

 

  ２ １株当たり純資産額の算定 

    上の基礎

 連結貸借対照表の純資産の部の合

計額

54,124百万円

 普通株主に係る純資産額

54,124百万円

 差額の主な内訳

            ―

 普通株式の発行済株式数

31,704千株

 普通株式の自己株式数

946千株

 １株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

30,757千株

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。



  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 11,970 8,359 5,831

   受取手形 ※５ 13,364 24,838 5,409

   完成工事未収入金 17,101 26,427 40,222

      有価証券 ― 3,900 ―

   未成工事支出金 45,750 30,758 40,695

   不動産事業支出金 312 440 367

   未収入金 3,338 5,062 4,856

   その他 1,231 527 2,230

   貸倒引当金 △21 △6 △3

   流動資産合計 93,048 84.2 100,307 86.2 99,609 85.3

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    土地 ※３ 2,638 2,627 2,551

    その他 2,553 2,351 2,477

   有形固定資産合計 5,192 4,979 5,029

   無形固定資産 979 787 907

   投資その他の資産

    投資有価証券 8,999 8,470 9,488

    その他 4,681 4,306 4,125

    貸倒引当金 △2,409 △2,477 △2,408

   投資その他の資産 
   合計

11,272 10,299 11,205

   固定資産合計 17,445 15.8 16,066 13.8 17,142 14.7

   資産合計 110,493 100 116,374 100 116,751 100



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 4,302 4,596 4,614

   工事未払金 12,891 14,990 19,821

   短期借入金 ※６ ― 12,000 ―

   未払法人税等 730 89 921

   未成工事受入金 27,651 21,016 24,354

   完成工事補償引当金 46 151 152

   賞与引当金 652 518 647

   工事損失引当金 1,057 1,045 1,737

   その他 ※４ 843 1,250 2,087

   流動負債合計 48,175 43.6 55,659 47.9 54,338 46.5

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 4,737 4,454 4,596

   役員退職慰労引当金 698 661 709

   子会社損失引当金 2,527 2,527 2,527

   その他 342 2,160 410

   固定負債合計 8,306 7.5 9,804 8.4 8,244 7.1

   負債合計 56,481 51.1 65,463 56.3 62,582 53.6



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 5,296 4.8 5,296 4.5 5,296 4.5

   資本剰余金

    資本準備金 4,314 4,314 4,314

    その他資本剰余金 0 0 0

   資本剰余金合計 4,315 3.9 4,315 3.7 4,315 3.7

   利益剰余金

    利益準備金 735 735 735

    その他利益剰余金

     別途積立金 39,450 40,150 39,450

     繰越利益剰余金 1,686 △1,924 1,480

   利益剰余金合計 41,871 37.9 38,960 33.5 41,665 35.7

   自己株式 △466 △0.4 △477 △0.4 △469 △0.4

   株主資本合計 51,016 46.2 48,094 41.3 50,806 43.5

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

2,995 2.7 2,815 2.4 3,362 2.9

   評価・換算差額等 
   合計

2,995 2.7 2,815 2.4 3,362 2.9

   純資産合計 54,012 48.9 50,910 43.7 54,169 46.4

   負債純資産合計 110,493 100 116,374 100 116,751 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１

   完成工事高 54,452 62,129 123,953

   不動産事業売上高 617 55,069 100 ― 62,129 100 617 124,570 100

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 50,285 57,763 116,805

   不動産事業売上原価 142 50,427 91.6 ― 57,763 93.0 148 116,954 93.9

   売上総利益

    完成工事総利益 4,167 4,366 7,147

    不動産事業売上 
    総利益

474 4,642 8.4 ― 4,366 7.0 468 7,616 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,108 5.6 2,819 4.5 6,266 5.0

   営業利益 1,533 2.8 1,546 2.5 1,350 1.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 17 48 40

   受取配当金 53 61 87

   その他 97 168 0.3 79 189 0.3 171 299 0.3

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 17 44 34

   その他 83 101 0.2 78 122 0.2 178 213 0.2

   経常利益 1,600 2.9 1,613 2.6 1,436 1.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 334 0.6 27 0.1 546 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４ 10 0.0 173 0.3 363 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,925 3.5 1,466 2.4 1,619 1.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

637 10 1,129

   過年度法人税、 
   住民税及び事業税

80 ― 80

   法人税等調整額 △59 658 1.2 3,807 3,817 6.2 △650 559 0.4

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

1,266 2.3 △2,350 △3.8 1,060 0.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 38,150 2,073 40,958 △463 50,106

中間会計期間中の 
変動額

 別途積立金の積立(注) 1,300 △1,300 ― ―

 剰余金の配当(注) △353 △353 △353

 中間純利益 1,266 1,266 1,266

 自己株式の取得 △3 △3

 自己株式の処分 0 0 0 0

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 0 0 ― 1,300 △386 913 △3 910

平成18年９月30日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 39,450 1,686 41,871 △466 51,016

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

3,234 53,341

中間会計期間中の 
変動額

 別途積立金の積立(注) ―

 剰余金の配当(注) △353

 中間純利益 1,266

 自己株式の取得 △3

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

△239 △239

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△239 670

平成18年９月30日残高 
(百万円)

2,995 54,012



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他 
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 39,450 1,480 41,665 △469 50,806

中間会計期間中の 
変動額

 別途積立金の積立 700 △700 ― ―

 剰余金の配当 △353 △353 △353

 中間純損失 △2,350 △2,350 △2,350

 自己株式の取得 △7 △7

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ― ― ― 700 △3,404 △2,704 △7 △2,712

平成19年９月30日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 40,150 △1,924 38,960 △477 48,094

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高 
(百万円)

3,362 3,362 54,169

中間会計期間中の 
変動額

 別途積立金の積立 ―

 剰余金の配当 △353

 中間純損失 △2,350

 自己株式の取得 △7

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動 
 額(純額)

△546 △546 △546

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△546 △546 △3,258

平成19年９月30日残高 
(百万円)

2,815 2,815 50,910



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本 
準備金

その他 
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

利益 

準備金

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計
別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 38,150 2,073 40,958 △463 50,106

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立(注) 1,300 △1,300 ― ―

 剰余金の配当(注) △353 △353 △353

 当期純利益 1,060 1,060 1,060

 自己株式の取得 △6 △6

 自己株式の処分 0 0 0 0

  株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額 
  (純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 0 0 ― 1,300 △593 706 △6 700

平成19年３月31日残高 
(百万円)

5,296 4,314 0 4,315 735 39,450 1,480 41,665 △469 50,806

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

3,234 53,341

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立(注) ―

 剰余金の配当(注) △353

 当期純利益 1,060

 自己株式の取得 △6

 自己株式の処分 0

  株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額 
  (純額)

127 127

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

127 828

平成19年３月31日残高 
(百万円)

3,362 54,169



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定)

②その他有価証券

 時価のあるもの

同左

②その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

 時価のないもの

同左

たな卸資産 

①未成工事支出金 

  個別法による原価法

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②不動産事業支出金 

  個別法による原価法

②不動産事業支出金

同左

②不動産事業支出金

同左

③材料貯蔵品 

  移動平均法による原価法

③材料貯蔵品

同左

③材料貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産……定率法 

 但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

有形固定資産……定率法

 但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

有形固定資産……定率法 

 但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によっており

ます。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年３

月30日 法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政令第83号))

に伴い、当中間会計期間から、平

成19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

(追加情報) 

 当中間会計期間から、平成19年

３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっております。 

 これに伴い、前中間会計期間と

同一の方法によった場合と比べ、

売上総利益が５百万円、営業利益

が７百万円、経常利益及び税引前

中間純利益が７百万円それぞれ減

少しております。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

無形固定資産……定額法 

 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

 

無形固定資産……定額法 

       同左

無形固定資産……定額法 

       同左

長期前払費用……定額法 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

長期前払費用……定額法 長期前払費用……定額法 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上して

おります。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用

に備えるため、過去の実績率を基

礎に、将来の補償見込を加味して

計上しております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

同左

賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額を計上しておりま

す。 

 

賞与引当金

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間負担額を計上しております。

賞与引当金

 従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上しております。 

 

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。なお、同損失見込額(前中間

会計期間末396百万円、前事業年

度末549百万円)については、「工

事未払金」に含めて表示しており

ましたが、当中間会計期間末より

工事損失引当金として表示してお

ります。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当中間会計期間末手持

工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事につい

て、損失見込額を計上しておりま

す。

工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備

えるため、当事業年度末手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、損失

見込額を計上しております。な

お、同損失見込額(前事業年度末

549百万円)については、「工事未

払金」に含めて表示しておりまし

たが、当事業年度末より「工事損

失引当金」として表示しておりま

す。 



 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定率法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

退職給付引当金 

       同左 

 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異については、

各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定率法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

 

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備

えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

子会社損失引当金 

 債務超過の解消に長期間を要す

ると判断される子会社の損失に備

えるため、当該子会社の債務超過

相当額を計上しております。

子会社損失引当金

同左

子会社損失引当金

同左

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

５ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によっております

が、工期１年超かつ請負金額300

百万円以上の工事については、工

事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は8,851百万円でありま

す。

完成工事高の計上基準 

 工事完成基準によっております

が、工期１年超かつ請負金額300

百万円以上の工事については、工

事進行基準によっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は24,516百万円でありま

す。

完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は工事完成基

準によっておりますが、工期１年

超かつ請負金額300百万円以上の

工事については、工事進行基準に

よっております。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は32,553百万円でありま

す。

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



次へ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
  

表示方法の変更 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は54,012百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は54,169百万円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

 当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号)及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― (自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正) 

 当事業年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準第１号）及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企

業会計基準適用指針第２号）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――― (中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間において、「流動資産」の「現金預

金」に含めて表示しておりました譲渡性預金(500百万

円)につきましては、「金融商品会計に関する実務指

針」(会計制度委員会報告第14号 平成12年１月31日公

表 最終改正平成19年７月４日)の改正に伴い、当中間

会計期間より「有価証券」として表示しております。 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却

累計額

6,450百万円 6,306百万円 6,561百万円

※２ 担保資産  取引先の金融機関からの借入に

対し、現金預金（定期預金）８百

万円を担保に供しております。

同左 同左

※３ 圧縮記帳額 ―――  固定資産の取得価額から直接控

除した圧縮記帳額は次のとおりで

あります。 

 土地        23百万円

同左

※４ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

同左 ―――

※５ 中間会計期間末日(事

業年度末日)満期手形

の会計処理

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間末日は金

融機関の休日であったため、次の

満期手形が中間会計期間末日の残

高に含まれております。 

 受取手形      22百万円

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。 

 なお、当中間会計期間末日は金

融機関の休日であったため、次の

満期手形が中間会計期間末日の残

高に含まれております。 

 受取手形      120百万円

 事業年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日は金融機

関の休日であったため、次の満期

手形が当事業年度末日の残高に含

まれております。 

 受取手形      136百万円

※６ 貸出コミットメント契

約

―――

 

 運転資金の効率的な調達を行う

ため取引金融機関13社と貸出コミ

ットメント契約を締結しておりま

す。 

 貸出コミットメント契約に基づ

く当中間会計期間の借入未実行残

高は次のとおりであります。な

お、貸出コミットメント契約につ

きましては、財務制限条項が付さ

れております。 

 貸出コミットメントの総額 

         10,000百万円 

 借入実行残高 

         10,000百万円

差引額 ―百万円

―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

 
(注) １ 自己株式の株式数の増加3,740株は、単元未満株式の買取りによるものであります。   

２ 自己株式の株式数の減少460株は、単元未満株式の売却によるものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

 
(注) 自己株式の株式数の増加9,200株は、単元未満株式の買取によるものであります。  

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

 
(注) １ 自己株式の株式数の増加7,820株は、単元未満株式の買取によるものであります。   

２ 自己株式の株式数の減少460株は、単元未満株式の売渡によるものであります。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 過去１年間の売上高  当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

――― ―――

 ２ 減価償却実施額

   有形固定資産 127百万円 117百万円 261百万円

   無形固定資産 121百万円 122百万円 241百万円

※３ 特別利益の主な内訳

 

関係会社事業清算益 294百万円

投資有価証券売却益 20百万円

ゴルフ会員権償還益 10百万円

貸倒引当金戻入益 8百万円
 

課徴金納付差額 25百万円 関係会社事業清算益 294百万円

投資有価証券売却益 125百万円

固定資産売却益 67百万円

ゴルフ会員権償還益

貸倒引当金戻入益

30百万円

27百万円

※４ 特別損失の主な内訳

 

固定資産除却損 7百万円

固定資産売却損 2百万円

 

投資有価証券評価損 82百万円

貸倒引当金繰入額

じん肺訴訟和解金

68百万円

14百万円

課徴金 139百万円

違約負担金 118百万円

投資有価証券評価損 68百万円

じん肺訴訟和解金 26百万円

固定資産除却損 7百万円

固定資産売却損 2百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 939,454 3,740 460 942,734

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 946,814 9,200 ― 956,014

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 939,454 7,820 460 946,814



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額
(百万円)

減価 
償却 

累計額 
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具 
・備品

8 5 3

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

取得
価額 
相当額
(百万円)

減価
償却 

累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

25 5 20

その他 11 2 8

合計 37 8 29

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得 
価額 
相当額
(百万円)

減価 
償却 

累計額 
相当額
(百万円)

期末 
残高 
相当額
(百万円)

工具器具
・備品

25 2 23

その他 11 1 10

合計 37 3 33

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。

未経過リース料中間期末残高相当

額

 １年内 0百万円

 １年超 2

 計 3

未経過リース料中間期末残高相当

額

 １年内 9百万円

 １年超 19

 計 29

未経過リース料期末残高相当額

 １年内 9百万円

 １年超 24

 計 33

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しておりま

す。

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 4百万円

 減価償却費相当額 4百万円

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 4百万円

 減価償却費相当額 4百万円

支払リース料及び減価償却費相当

額

 支払リース料 8百万円

 減価償却費相当額 8百万円

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の記

載は省略しております。

(減損損失について) 

       同左

(減損損失について) 

       同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第70期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月29日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 大 本 組 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大本組の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社大本組及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４

月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      

ネ ク サ ス 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 谷 和 光 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 田 知 之 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成19年12月14日

株 式 会 社 大 本 組 

 取 締 役 会  御 中 
 

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大本組の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社大本組及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

監 査 法 人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  石 黒   訓    

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  鈴 木 朋 之    

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 大 本 組 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社大本組の平成１

８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大

本組の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 野 秀 則 

      

ネ ク サ ス 監 査 法 人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 谷 和 光 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 田 知 之 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成19年12月14日

株 式 会 社 大 本 組 

 取 締 役 会  御 中 
 

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社大本組の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第71期事業年度の中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社大本組の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

監 査 法 人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  石 黒   訓

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  鈴 木 朋 之

 (※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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